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当期におけるわが国の景気は、企業収益の向上や製造業

を中心とした設備投資の増加に加え、輸出の拡大や雇用環

境の改善等、企業部門の回復が家計部門に波及し、持続的

な上昇基調にあります。

景気の回復を受け、競争力強化や業務の効率化に向けた

企業のITへの投資意欲が旺盛となりつつあり、特に金融お

よび通信業からの需要が回復しています。しかし、顧客企

業の情報化投資に対する投資効果への期待度は依然として

高く、情報サービス業各社は利益確保のための生産性の向

上やプロジェクト管理の強化等について、さらなる努力が

必要となっており、市場環境への対応力が求められていま

す。

このような状況下にあって当社は、企業体質そのものを

変革するとともに、高付加価値の追求により強固な事業基

盤の確立を目指す3カ年中期総合計画 ｢DTS WINNING

PLAN '05｣の達成に全社一丸となって取り組みました。

当期は、｢DTS WINNING PLAN '05｣と次期3カ年中期総合計画の橋渡しとなる年度であり、

前期までの2年間で築いた利益体質を維持しながら、さらなる成長力確保に向けた取り組みを

開始し、十分な成果をあげることができました。

2006年4月からスタートいたしました3カ年中期総合計画「WINNING PLAN Second

Stage“Reaching Higher!”」では、さらなる成長を遂げ、業界内でのポジショニングアップ

を図ってまいります。

株主のみなさまにおかれましては、より一層のご理解とご支援のほど、よろしくお願い申し

上げます。

株主のみなさまへ

代表取締役社長

赤羽根 靖隆
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新中期総合計画　
その戦略とは

赤羽根社長に聞く●

Top 
Interview

恒例となっている「赤羽根社長インタビュー」。今回はインタビュアーにクレデ

ィ・スイス証券株式会社で情報サービスセクターのアナリストとして活躍されてい

る福川勲氏を迎え、この4月にスタートした新たな3カ年中期総合計画「WINNING

PLAN Second Stage“Reaching Higher!”」について聞いていただきました。



あったものの、必ず市場環境が好転する時期が来

ると思っていましたので、そのときが来るまでに

なんとしても環境の変化に適応できる企業体質に

しておく必要があると思っていました。

幸いなことに、当期から市場環境に明るさが増

しはじめ、当期の単年度だけをみても「DTS

WINNING PLAN ’05」から新たな中期計画への

橋渡しの年度として十分な準備ができましたし、

業績についても満足いく結果となりました。

福川 確かに、情報サービス産業は活況といっていい

状況だと思います。ただ、業界全体の趨勢はいい

けれど、個々の会社の業績をみると濃淡があるよ

うに思います。アナリストの立場からいいますと、

DTSはその中にあって、しっかりと業績をあげて

おられるので、安心してみていられる会社のひと

つだと感じます。それでは、最初の質問に戻って

いただいて、新中期計画を策定した上での環境認

識についてお願いします。
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福川　勲

クレディ・スイス証券株式会社　株式調査部　アナリスト
アンダーセンコンサルティング（現アクセンチュア）、
大和総研を経て現職。現在、情報サービスセクターの
株式調査を担当。

福川 2006年1月に発表された新たな3カ年中期総合

計画が、この4月にスタートをきったわけですが、

計画の内容に立ち入る前に基本的なところをお聞

きしたいと思います。まずは、この3年間の事業環

境をどのようにみられた上で策定されたのでしょ

うか？

赤羽根 当期（2006年3月期）で終了した3カ年中期総

合計画「DTS WINNING PLAN ’05」を策定した

時期は、情報サービス業界全体の成長が鈍化し始

め、技術的にもレガシー系の技術から、オープ

ン・Web系の技術へとめまぐるしい変化が始まり

ました。その当時は、レガシー系の仕事の割合が

高い金融および通信業向けの仕事が情報サービス

売上の80％以上を占めていました。業界の成長鈍

化の大きな理由が都市銀行を中心とした再編・統

合案件の一段落や携帯電話関連の開発需要の停滞

等、当社の主要なお客さまの業種の需要減退だっ

たわけですから、社内の仕組みや仕事の仕方をい

ろいろと変えなければならなかったのです。

例えば、事業部に分散していた営業部隊を集約・

強化し、お客さまの裾野を広げ、それに対応するた

めに技術者のスキルアップやオープン系へのスキル

転換を図るために教育研修を強化するとか、小規

模・短納期のオープン系の開発でしっかりと付加価

値を確保するためにプロジェクト管理の徹底を図る

など、市場が変化していく中で付加価値をしっかり

と確保できる企業体質に変えていくことが課題でし

た。手前味噌ではありますが、この課題はこの3年

間でクリアできたと自負しています。「DTS

WINNING PLAN ’05」の策定時からおぼろげでは
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これを脅威と捉えているようですが、逆に私は当

社にとってチャンスだと考えています。言い方が

悪いかもしれませんが、誰がやってもある一定の

水準を保てるような労働集約的な仕事は価格競争

に最もさらされるわけですから、価格競争で日本

の企業よりも優位に立っている彼らに太刀打ちで

きるはずがありませんし、われわれがその面で彼

らと競っても意味がありません。お客さまの立場

に立てばわれわれに求められている役割は単に安

く作るということではないと思っていますので、

当社は当社の役割をしっかりと確保し、彼らとう

まく協力して仕事をしていくことが重要です。こ

のように、グローバル化への本格的な対応をして

いかなければならないと思います。

最後は、業界内での統合・再編への動きが活発

化していくのではないかということです。市場は

確かに好転していますが、業界各社が右にならえ

で成長できる時代はもう来ないと思っています。

先ほど、福川さんもおっしゃっていましたが、強

みのある会社とそうでない会社との差が出始めて

いると思います。グローバル化の流れも相俟って

この傾向は今後もっと強まっていくと認識してお

り、当社としても従来の強みである金融および通

信業向けの開発力や業務ノウハウを柱に、新たな

コアビジネスを確立し、多くの強みを持った独立

系総合情報サービス企業として、存在感を強めて

いきたいと考えています。

福川 それでは、新しい中期計画は「DTS WINNING

PLAN ’05」で築き上げた土台の上で、成長戦略

を打ち出していくという理解でよろしいでしょう

赤羽根 大きなポイントが3つあります。第1に、先ほど

もいいましたが、市場環境が好転し、需要が増大

していることです。景気が持続的な回復を続け、

企業収益が改善し、投資意欲が旺盛になり始めて

います。特に、都市銀行をはじめとする金融機関

は、ここ2、3年投資を抑えてきました。この抑え

ていた投資が好況を背景に出始め、逆にわれわれ

の業界のほうが供給力不足になりつつあります。

この状況は2～3年続くと認識していますので、利

益だけを考え、身の丈にあっている仕事しかしな

ければ存在感が薄まっていくだけだと感じていま

す。したがって、今の利益水準を確保しながら売

上を拡大していくことが重要だと考えました。

次に、中国・インド、さらには東南アジアのIT

企業の台頭による業界のグローバル化の波がもう

すでにき始めているということです。一般的には、

Top Interview



ではなく、協力会社の比率をあげていくことで対

応します。さらに、国内の協力会社のみならず海

外のソフト会社への発注、いわゆるオフショア開

発も増やしていきます。これは、リソース確保は

もとより、コスト削減の効果もあります。3年後

には、当社社員の労務費と協力会社への外注費の

比率を1：1にし、オフショアの比率も労務費プ

ラス外注費の5％まで引き上げようと思っていま

す。これらを実現するためには、国内外のビジネ

スパートナーとの連携をさらに強化していきます。

リソース確保のもうひとつの施策としては、当社

と同じ事業領域の会社と積極的に資本・業務提携

を行っていこうと考えています。

か？

赤羽根 おっしゃるとおりです。ですから、新たな中期

計画は「WINNING PLAN Second Stage

“Reaching Higher!”」と名付けました。前の中

期計画もそうであったように、この計画も期間は3

年ですが、5～10年先を見据え、この3年間で何

をなすべきかということをまとめた計画です。こ

の計画の狙いをひとことでいえば、規模拡大を図

り、業界内でのポジショニングを大幅にあげるこ

とです。

福川 なるほど、好況期の今、業界内での統合・再編

をにらんで規模を拡大するという戦略は、方向性

としてはいいのではないかと思います。しかし、

規模を拡大していくためには、それに見合うリソ

ースの確保が大切だと思います。業界が全体的に

人手不足といわれている中で、どのようにリソー

スを確保していく計画でしょうか？

赤羽根 「 WINNING PLAN Second Stage

“Reaching Higher!”」では、業界内でのポジショ

ニングアップを図るために、①規模拡大　②付加

価値向上　③社会的評価の向上という3つの基本戦

略を掲げており、これら三軸のベクトル上にポジ

ショニングアップというゴールを設定しています。

その中で最も重要な戦略が「規模拡大」です。ご

指摘のとおり、リソースをしっかり確保できなけ

れば規模拡大は望めません。さらに、業界全体的

に人手不足といわれている中で、成長に見合うリ

ソースを確保しなければならないのですから、そ

んなに簡単ではないと思っています。

基本的な考えとしては、当社の社員を増やすの

6
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福川 この計画では、規模拡大をメインの戦略としな

がら、その裏でしっかり付加価値も向上させてい

こうという思惑が感じられますが、連結売上高の

目標600億円に対し、連結営業利益の目標は60億

円と設定されています。利益率にすると10％であ

り、今の利益率よりも低い水準に設定している印

象を受けますが、どのようにお考えですか。

赤羽根 営業利益率を10％としたのには理由がありま

す。連結売上高600億円の中には、この3年間で

新たにDTSグループに入る会社の売上高を見込ん

でいます。これらの会社は当社よりも利益率が低

いと想定していますので、その分が利益率の押し

下げ要因となっています。また、資本・業務提携

にともなう諸費用もある程度見込んでいます。も

ちろん、グループに入ったあとに当社とのシナジ

ー効果が出てくれば、その会社の利益率は改善し

てきますが、1年や2年で急激な改善があるとは思

いません。したがって、これらの数字は精度の高

い予想を立てづらい項目ですので、資本・業務提

携を推進しても最低10％の利益率は確保します、

というメッセージだとご理解ください。ここで、

ひとつ申し添えたいのは、当然のことながら、プ

ライムやSI（システムインテグレーション）案件

の比率拡大や新市場開発の推進、上流工程を任せ

られる人材の育成やプロジェクトマネジメントの

可視化といった施策を通じて、DTS単体の付加価

値は今よりも向上させていきます。それをエンジ

ンとしてグループ会社を増やし、DTSグループと

Top Interview

'09 GOAL 
ポジショニングアップを 

目指す 

'06 START
2.付加価値向上 

1.規
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大 

 社
会
的
評
価
の
向
上 

グローバル化 

3. 企業価値アップ 企業価値アップ 

■中期総合計画の概要
WINNING PLAN Second Stage“Reaching Higher!”



しての総合力を強化していきます。グループの総

合力が遺憾なく発揮できるようになれば、自ずと

グループ全体の利益率も上昇していき、業界内で

の存在感が増していくのだと思います。また、連

結売上高600億円という目標も、これで十分な規

模だとは思っていません。やはり、ひとつの目安

としてはなるべく早い時期に1,000億円を超えた

いと思っています。

福川 本日はありがとうございました。大変興味深い

お話を聞くことができました。私もDTSをカバレ
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ッジしているアナリストとして、3年後にどのよう

な姿になっているのか、今から楽しみです。赤羽

根社長とDTSのますますのご発展をお祈りしてい

ます。

赤羽根 こちらこそ、インタビュアーをお引き受けいた

だき、ありがとうございました。ともかく、この3

年間は積極的にチャレンジしていくつもりです。

みなさまのご期待に沿えるよう、「WINNING

PLAN Second Stage“Reaching Higher!”」

の達成に向けて、全社一丸となって取り組んでま

いります。

■WINNING PLAN Second Stage“Reaching Higher!”基本戦略の展開

2009年3月期 

連結売上高　 600億円 
連結営業利益　 60億円 
 

コアビジネス 

ビジネスパートナー 

資本・事業提携 

顧客満足度 

ブランド CSR

人財育成 

新市場開発 

プロジェクトマネジメント 

プライム・SI

1.金融・通信・サービス事業領域の深耕 
2.売上高上位20社：成長率6.4％超 

1.プライム・SI契約：（21％→）25.5％ 
2.当社サイト開発案件の拡大、そのための基盤強化 
   当社サイト開発：（11％→）20％ 

1.内部統制システムの確立 
2.リスク管理の徹底 

1.PM：40名／年（13％増） 
2.プロフェッショナル認定：60名／年 
   (ITコンサルタント、ITアーキテクト） 

1.新市場の創出 
2.連結売上高：16億円増加 

QCD.Rのシステマチックな推進 
（開発プロセスの可視化） 

1.国内外BP企業との連携強化 
2.BP率：（45％→）49％ 
3.オフショア開発：15億円 

企業認知度向上と存在感の定着 

1.グループ総合力強化 
2.連結売上高：84億円増加 

顧客とのコミュニケーション充実 

お小言頂き隊 
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2005年11月に、中央三井信託銀行株式会社等か

らの出資を受けて、年金業務システムのSI（システ

ムインテグレーション）事業に特化した子会社「株

式会社　FAITEC（ファイテック）」を設立し、

2006年1月から営業を開始しました。同社の設立

は、中央三井信託銀行株式会社の子会社である中央

三井インフォメーションテクノロジー株式会社の高

度な業務知識と当社の長年の年金業務分野における

開発経験から獲得した開発力を融合させ、業務分析

からシステム構築・保守まで一貫した高付加価値サ

ービスを幅広く市場に提供することを目的としてい

ます。なお、2009年3月期の売上高の目標は約50

億円です。

また、2006年4月に、市場拡大が見込まれる

RFID分野でのソリューション事業に参入し、冷蔵倉

庫、港運、鉄道貨物など物流分野で利用されるRFID

に特化し、ハードウェアとともに、お客さまのニー

ズを満たすソフトウェアの開発など、最適なソリュ

ーションを提供する100％出資の子会社「株式会社

SOLIDWARE（ソリッドウェア）」を設立しました。

同社は、お客さまに対しソリューションを提案する

とともにハードウェアを提供し、当社はマーケティ

ング、ソフトウェア開発の経験を生かして、新会社

をバックアップし、相乗効果が期待できる事業展開

を通して、着実なDTSグループの成長につなげてい

く考えです。なお、同社の営業開始は2006年6月

であり、2009年3月期の売上高の目標は約12億円

です。

1．新事業会社（子会社）2社を設立

DTSの新たなグループ企業が続々誕生

当社は、市場環境が好転している状況において、早期の事業規模拡大を図り、

業界内でのポジショニングアップを目指しています。これを受け、既存事業分

野での業容拡大はもとより新規事業分野への参入に向けて、新事業会社の設立

や資本・業務提携を戦略的に推進しています。
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グループ戦略の一環として、当社との連携(特に関西

地区)を図り、増大するソフトウェア開発需要に備え、

即戦力の人材を確保し、業容を拡大するために、株式会

社アールディーの発行済み株式全株を買い取り、完全子

会社化しました。これにより、同社は2006年4月より

当社の子会社となりました。

2．株式の取得による完全会社化

アライアンス戦略の一環として今後の業容拡大に要

する、人的､技術的リソース確保のため、2006年1月

に株式会社ユニバーサルコンツェルンと資本提携を行

い、同社の発行済み株式総数の26.9％を取得しました。

加えて、株式会社サイタスマネジメントと資本・業

務提携を行いました。これにより、当社のアプリケー

ション・マネジメント・サービスと同社のネットワー

ク・オペレーション・センターに関するノウハウが相

互に補完し、経営資源･ノウハウを相互に連携すること

により、DTSグループとしての業績拡大を図ります。

なお、当社は2006年2月に、同社の発行済み株式総数

の22.7％を取得しました。

上記の結果、両社は当社の持分法適用会社（関連会

社）となりました。

3．資本・業務提携

株式会社　ユニバーサルコンツェルン

東京都渋谷区笹塚一丁目54番5号 東京都千代田区神田司町二丁目6番地

設 立 年 月 日 1994年10月20日 2000年6月9日

事 業 内 容

資 本 金

当 社 の 出 資 比 率

決 算 期

ソフトウェア受託開発業、ソフトウェアのカスタマイズ業 マネジメントサービスプロバイダー
(顧客システムの遠隔監視・運用管理)

145百万円 173百万円

26.9％ 22.7％

3月31日（年1回） 12月31日（年1回）

株式会社　サイタスマネジメント商 号

所 在 地

株式会社　FAITEC

東京都港区白金台三丁目19番1号 第
31興和ビル4階

東京都港区新橋五丁目32番8号 大阪府大阪市中央区北浜二丁目1番3号
北浜清友会館ビル

設 立 年 月 日 2005年11月１日 2006年4月25日 1986年10月30日

事 業 内 容

資 本 金

株 主

決 算 期

年金業務を中心とした
システムインテグレーション事業

冷蔵倉庫、港運、鉄道貨物など物流分
野で利用されるRFID(微小な無線チッ
プにより、人、モノなどの情報を識別、
管理する仕組み)に特化したトータル
ソリューション事業

システムインテグレーション、ソフト
ウェア受託開発、パッケージソフト開
発・販売・導入、システム機器販売

300百万円 70百万円 10百万円

株式会社DTS（80.1％）、中央三井
カード株式会社、中央三井信託銀行株
式会社、三信振興株式会社

株式会社DTS（100％） 株式会社DTS（100％）

3月31日（年1回） 12月31日（年1回） 12月31日（年1回）

株式会社　SOLIDWARE 株式会社　アールディー商 号

所 在 地

【子会社の概要】

【関連会社の概要】
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（単位：百万円） （単位：百万円）

 1
,8
23
.3
0

1,
97
4.
30

2,
14
9.
72

1,
63
1.
04

 1
,7
11
.4
8

第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 1株当たり株主資本

（単位：円）

22
,3
58

24
,2
13

26
,2
60

20
,3
78

21
,3
21

第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 株主資本

（単位：百万円）

（単位：円）

 1
42
.6
7

 1
49
.5
9

18
1.
93

20
3.
57

 1
81
.5
3

第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

31
,9
17

32
,4
13

32
,1
16

32
,7
87

36
,3
67

（単位：百万円）

27
,6
27

29
,8
79

32
,6
28

29
,4
53

28
,5
73

第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

3,
50
4

3,
45
04,
28
1

4,
11
2

4,
30
1

第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 売上高

■ 総資産

■ 経常利益 ■ 1株当たり当期純利益

売 上 高

経 常 利 益

1株当たり当期純利益

第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

総 資 産

株 主 資 本

1株当たり株主資本

第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

29,453百万円

20,378百万円

1,631円04銭

28,573百万円

21,321百万円

1,711円48銭

27,627百万円

22,358百万円

1,823円30銭

29,879百万円

24,213百万円

1,974円30銭

32,628百万円

26,260百万円

2,149円72銭

32,413百万円

4,281百万円

181円53銭

32,116百万円

3,504百万円

149円59銭

31,917百万円

3,450百万円

142円67銭

32,787百万円

4,112百万円

181円93銭

36,367百万円

4,301百万円

203円57銭

財務ハイライト（単体）
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■売上高
売上高は前期と比べ10.9％増加し、363億67百万円とな

りました。システムエンジニアリングサービスの売上高は、
銀行向けの統合案件や信託銀行向けの年金関連業務が増加し
たことに加え、通信会社の社内システムの開発、公共分野向
けの案件が拡大し、前期と比べ13.2％増加し237億94百万
円となりました。オペレーションエンジニアリングサービス
の売上高は、大型の運用案件が減少しましたが、iDC（イン
ターネットデータセンター）の運用案件等が増加したことな
どにより、前期と比べ11.1％増加し72億65百万円となりま
した。ネットワークエンジニアリングサービスの売上高は、
ネットワークのインフラ構築や運用ならびに携帯端末等の組
み込みソフト開発が拡大し、前期と比べ3.7％増加し49億
30百万円となりました。この結果、情報サービス売上高は、
前期と比べ11.4％増加し、359億91百万円となりました。
また、プロダクトサービスの売上高は、主要顧客の発注が減
少したことなどにより、前期と比べ22.1％減少し3億75百
万円となりました。
＜売上高の内訳＞

■売上総利益
売上総利益は前期と比べ5.6％増加し、69億75百万円と

なりました。外注単価の上昇や一部のプロジェクトの採算悪
化等の影響があり売上総利益率が0.9ポイント低下し、
19.2％になりましたが、売上高が増加したことにより、利益
額は過去最高となりました。
■営業利益
営業利益は前期と比べ4.4％増加し、42億16百万円とな

りました。これは、販売費及び一般管理費が前期と比べ1億
93百万円増加し利益の圧迫要因となりましたが、売上総利益
が前期と比べて増加したことによるものです。なお、販売費

及び一般管理費の増加につきましては、採用関連費や教育研
修費、コンプライアンス体制や環境対策の強化等の戦略的な
費用が増加したことが、主な要因です。
■経常利益
経常利益は前期と比べ4.6％増加し、43億1百万円となり

ました。営業外損益の純額（利益）がほぼ前期並みに推移し
ており、営業利益の増加が主な要因です。
■当期純利益
当期純利益は前期と比べ11.1％増加し、25億48百万円と

なりました。前期は、投資有価証券売却益85百万円を特別利
益に計上するとともに、独身寮の売却に伴う固定資産売却損
2億47百万円と、本社新館完成に伴う川崎センタおよび池袋
センタからの移転費用71百万円等を特別損失として計上しま
したが、当期においては上記のような特別損益の計上がほと
んどなかったため、営業利益および経常利益に比べて増加率
が高い水準にあります。
■財政状態
流動資産項目では、現金及び預金の残高が4億11百万円減

少したものの、売掛金の残高が10億81百万円増加したこと
などにより、流動資産の合計残高が前期末と比べ7億10百万
円増加しました。固定資産項目では、有形固定資産の残高が
2億27百万円、無形固定資産の残高が1億39百万円減少しま
したが、投資有価証券の残高が18億61百万円、関係会社株
式の残高が5億97百万円増加したため、投資その他の資産の
残高が24億6百万円増加しました。これらの結果、固定資産
の合計残高が前期末と比べ20億39百万円増加しました。
負債項目では、買掛金の残高が2億76百万円増加したこと

などにより、流動負債は3億42百万円の増加となりました。
固定負債につきましては、繰延税金負債の計上等により、前
期末と比べて、3億60百万円増加しました。これらの結果、
負債総額は前期末と比べ7億2百万円増加しました。
資本項目では、当期純利益の増加により利益剰余金の残高

が17億47百万円、その他有価証券評価差額金が5億15百万
円増加したことなどにより、資本総額が20億47百万円増加
しました。これらの結果、資産総額は27億49百万円増加し、
326億28百万円となり、株主資本比率は80.5％となりまし
た。

業績の概況

情
報
サ
ー
ビ
ス

システムエンジニアリングサービス

オペレーションエンジニアリングサービス

ネットワークエンジニアリングサービス

小　　計

プ ロ ダ ク ト サ ー ビ ス

合　　計

13.2％

11.1％

3.7％

11.4％

△22.1％

10.9％

23,794 

7,265 

4,930 

35,991 

375 

36,367

金額（百万円） 前期比（％）
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（単位：百万円）単体損益計算書（要旨）

科　　　　　　目
第34期

2005年 4 月 1 日から
2006年 3 月31日まで

36,367

29,391

6,975

2,759

4,216

88

3

4,301

1

2

4,300

1,711

40

2,548

3,943

242

6,248

第33期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

32,787

26,182

6,605

2,565

4,039

74

2

4,112

85

346

3,851

1,691

△ 133

2,293

3,078

183

5,189

売 　 上 　 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

単体決算概況



科 目

14

（単位：百万円）単体貸借対照表（要旨）

第34期
（2006年 3 月31日現在）

科 目

利益処分 （単位：百万円）

資

産

の

部

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

14,265

18,363

9,324

3,515

5,523

32,628

5,804

563

6,367

6,113

6,194

14,261

903

△ 1,211

26,260

32,628

第33期
（2005年 3 月31日現在）

13,555

16,323

9,552

3,654

3,116

29,879

5,462

203

5,665

6,113

6,190

12,514

387

△ 992

24,213

29,879

負
債
の
部

資

本

の

部

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額

計

これを次のとおり処分いたします。

配 当 金

役 員 賞 与 金

任 意 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

6,248

12

6,261

487

70

700

5,003

第34期

1株につき 40円
うち普通配当金 40円〔 〕



37
,0
94

36
,9
20

37
,9
27

42
,9
52

第31期 第32期 第33期 第34期 
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（単位：百万円）連結損益計算書（要旨）

科 目

42,952

35,009

3,337

4,605

74

3

4,676

1

2

4,675

1,918

14

86

2,655

第34期
2005年 4 月 1 日から
2006年 3 月31日まで

第33期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

37,927

30,599

3,036

4,291

68

2

4,357

104

349

4,112

1,772

△ 87

62

2,365

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）

科 目

（単位：百万円）

第34期
2005年 4 月 1 日から
2006年 3 月31日まで

3,062

△ 1,991

△ 893

177

6,925

7,102

第33期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

3,499

△ 3,873

△ 489

△ 863

7,788

6,925

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増加額（△減少額）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益 （ 控 除 ）

当 期 純 利 益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

3,
69
3

3,
58
9 4,
35
7

4,
67
6

第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 売上高

■ 経常利益

（単位：円）

14
2.
21

14
9.
38 18
7.
19

21
1.
49

第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 1株当たり当期純利益

連結決算概況
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22
,4
73

21
,4
37

24
,3
96

26
,5
47

第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 株主資本

（単位：百万円）

（単位：百万円）

29
,2
73

29
,5
65

31
,4
02

34
,7
85

第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 総資産

（単位：円）

1,
83
2.
54

1,
72
0.
76

1,
98
8.
71

2,
17
2.
36

第31期 第32期 第33期 第34期 

■ 1株当たり株主資本

（単位：百万円）連結貸借対照表（要旨）

科 目

（単位：百万円）連結剰余金計算書（要旨）

科 目
第34期

2005年 4 月 1 日から
2006年 3 月31日まで

資 本 剰 余 金 の 部
資 本 剰 余 金 期 首 残 高
資 本 剰 余 金 増 加 高
資 本 剰 余 金 期 末 残 高
利 益 剰 余 金 の 部
利 益 剰 余 金 期 首 残 高
利 益 剰 余 金 増 加 高
利 益 剰 余 金 減 少 高
利 益 剰 余 金 期 末 残 高

6,190
3

6,194

12,702
2,655
807

14,550

第33期
2004年 4 月 1 日から
2005年 3 月31日まで

6,190
－

6,190

10,887
2,365
550

12,702

第34期
（2006年 3 月31日現在）

17,109
17,672
9,355
3,523
4,793
3

34,785

7,002
661
7,663

573

6,113
6,194
14,550
901

△ 1,211
26,547
34,785

第33期
（2005年 3 月31日現在）

15,559
15,842
9,569
3,693
2,579
－

31,402

6,272
295
6,568

437

6,113
6,190
12,702
382

△ 992
24,396
31,402

資 産 の 部
流 動 資 産
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産
資 産 合 計
負 債 の 部
流 動 負 債
固 定 負 債
負 債 合 計
少 数 株 主 持 分
少 数 株 主 持 分
資 本 の 部
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
自 己 株 式
資 本 合 計
負債、少数株主持分及び資本合計
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■商　　　号

■設立年月日
■資　本　金
■従 業 員 数
■本　　　社
〔本社本館〕
■関 係 会 社
漓連結子会社

滷持分法適用会社

株式会社DTS
DTS CORPORATION
1972年8月25日
6,113百万円
2,560名
〒105-0004 東京都港区新橋6-19-13
TEL 03-3437-5488（代表）
（2006年6月23日現在）

株式会社九州DTS
http://www.qdts.co.jp/
データリンクス株式会社
http://www.datalinks.co.jp/
株式会社FAITEC
http://www.faitec.co.jp/
株式会社アールディー
http://www.rdosaka.co.jp/
株式会社SOLIDWARE

株式会社ユニバーサルコンツェルン
http://www.concern.co.jp/
株式会社サイタスマネジメント
http://www.situs.co.jp/

■発行可能株式総数 ………………………………50,000,000株

■発行済株式の総数 ………………………………12,611,133株

■株主数 …………………………………………………11,901名

■大株主

■株式分布状況

● 所有者別株式数

個人・その他 

42.42％ 

1～4単元 
85.85％ 

5～99単元　12.52％ 

保管振替機構名義 

0.07％ 

証券会社　0.68％ その他国内法人　4.14％ 

自己名義株式　3.39％ 

外国人等　16.49％ 

100単元以上　0.74％ 保管振替機構名義　0.01％ 

1単元未満　0.87％ 自己名義株式　0.01％ 

金融機関 

32.81％ 

● 所有数別株主数

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
笹 貫 敏 男
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
D T S 社 員 持 株 会
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）
日本情報通信コンサルティング株式会社
バンクオブニューヨークジーシーエムクライアントアカウンツイーアイエスジー
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行
ゴールドマン・サックス・インターナショナル
小 智 富

11.40
9.90
5.91
2.41
1.91
1.91
1.88
1.62
1.62
1.59

1,438,200
1,249,500
746,400
304,584
241,600
241,040
237,200
205,280
204,700
200,832

（注）当社は、自己株式427,916株を保有しておりますが、上記の大株主から除いて
おります。

赤羽根 靖 隆
熊 坂 　 勝 美
船 見 　 恭 雄
西 井 　 正 昭
工 藤 　 克 彦
堂 本 　 孝 憲
中 西 　 征 士
田 中 　 襄 一
鈴 木 　 吉 雄
坂 田 　 浩 行
江 原 　 良 博
佐久間 敏 雄
大 浩

（2006年6月23日現在）

川 田 　 哲 三
伊 藤 　 真 一
伊 東 　 辰 巳
萩 原 　 忠 幸

島 恭 一
戸 田 　 秀 明
松 本 　 　 明
上 野 　 大 輔
綱 島 　 恵 二
尾 崎 　 　 実
安 達 　 継 巳

■役　　　員
代表取締役社長

常 務 取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

執 行 役 員

■事業所
●本社新館
●本社別館
●新橋センタ
●中京支社
●関西支社
●九州支社

〒105-0004 東京都港区新橋6-12-4
〒105-0004 東京都港区新橋5-23-4
〒105-0004 東京都港区新橋5-32-8
〒460-0008 名古屋市中区栄2-9-26
〒532-0011 大阪市淀川区西中島6-1-1
〒812-0037 福岡市博多区御供所町3-21

株式の状況（2006年3月31日現在） 会社概要（2006年3月31日現在）

株　　　　主　　　　名 持株数（株） 持株比率（％）
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個人投資家のみなさまに、よりタイムリーに当社のIR情報をお届けするために、2005年12
月よりIRニュースメール配信サービスを開始しました。プレスリリースや掲載記事のご案内に
加え、ホームページのリニューアル等のお知らせを中心として、今後は定期的に社長メッセー
ジ等も配信する予定です。配信希望の方は、当社ホームページ（http://www.dts.co.jp/）の
IR情報ページから該当メニューをクリックし、登録フォームに進んでいただきご登録願います。

▼

▼



4月1日から翌年3月31日まで

6月下旬

100株

3月31日

東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話（0120）78－2031（フリーダイヤル）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数

定時株主総会の基準日

株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 所

郵 便 物 送 付 先
お 問 合 わ せ 先

同 取 次 所

古紙パルプ配合率100％ 
再生紙を使用しています 

地球環境に配慮した大豆油 
インキを使用しています 

株　主　メ　モ

（お知らせ）
住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求および配当金振込指定に必要な各用紙のご請求は、下記
株主名簿管理人中央三井信託銀行のフリーダイヤルまたはホームページをご利用ください。
●フリーダイヤル　0120－87－2031（24時間受付：自動音声案内）
●ホームページ http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

http://www.dts.co.jp/

（ ）




